
（単位：千円）

分　類 事　項　名 保健福祉部職員費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 5,544,838 ） （ △ 185,912 ） （ △ 185,912 ）

5,785,307 △ 181,110 △ 181,110

保健福祉部関係人件費 5,785,307 → 5,604,197

693人 → 717人

１．社会福祉総務職員費 1,222,589 → 1,015,337
165人 → 125人

２．障害者福祉施設職員費 182,987 → 187,865
28人 → 23人

３．児童福祉職員費 1,170,527 → 1,158,819
142人 → 154人

４．生活保護総務職員費 137,548 → 115,783
22人 → 16人

５．公衆衛生総務職員費 422,245 → 401,773
45人 → 45人

６．環境衛生総務職員費 307,558 → 290,665
37人 → 36人

７．保健所職員費 1,739,807 → 1,851,095
196人 → 244人

８．医薬総務職員費 602,178 → 582,860
58人 → 74人

補正前の額 補正協議額 補正予算額
人件費計 （ 5,544,838 ） （ △ 185,912 ） （ △ 185,912 ）

5,785,307 △ 181,110 △ 181,110

令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

（一般会計）

説　明 保健福祉部職員に係る給与費

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 精神障害者自立支援給付費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 999,095 ） （ △ 85,300 ） （ △ 85,300 ）

1,972,933 △ 169,355 △ 169,355

障害者総合支援法に基づく精神障害のある人の医療に要する経費

１．通院医療費 1,947,676 → 1,779,567

２．診療報酬支払事務費 25,257 → 24,011

分　類 事　項　名 難病医療費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 860,152 ） （ △ 10,915 ） （ △ 10,915 ）

1,708,762 △ 19,644 △ 19,644

１．特定医療費 1,549,332 → 1,538,996

２．小児慢性特定疾病医療費 159,430 → 150,122説　明

指定難病に罹患した患者及び慢性疾病により長期に療養を要する児童への医療
費の助成を行う経費

難病の患者に対する医療等に関する法律に基づき、指定難病に係る治療
を受けた場合の医療費及びそれに係る審査支払手数料を負担する経費

児童福祉法に基づき、慢性疾病に係る治療を受けた場合の医療費及びそ
れに係る審査支払手数料を負担する経費

説　明

精神障害のある人の自立支援医療に要する経費

精神障害のある人の自立支援医療に関するレセプトの審査及び支払事務
に要する経費

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 子ども・子育て支援新制度給付費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 7,627,578 ） （ △ 554,419 ） （ △ 554,419 ）

8,566,465 △ 1,281,482 △ 1,281,482

１．施設型給付費等 6,933,167 → 6,307,305

２．地域型保育給付費 606,767 → 546,582

３．施設等利用給付費 87,644 → 219,272

４．無償化対応事務費 938,887 → 211,824

分　類 事　項　名 児童手当費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 4,725,344 ） （ △ 139,613 ） （ △ 139,613 ）

4,725,344 △ 139,613 △ 139,613

4,725,344 → 4,585,731

児童手当の額
３歳未満

１人当たり月額15,000円
３歳以上小学校修了前

・第１子・第２子 １人当たり月額10,000円
・第３子以降 １人当たり月額15,000円

中学生 １人当たり月額10,000円
所得制限以上の者(0歳から中学生)

１人当たり月額 5,000円

子育てのための施設等利用給付費の県負担分

説　明

児童手当法に基づき、市町村が児童手当を支給するために要する経費の県負担
分

説　明

子ども・子育て支援法に基づく、施設型給付及び地域型保育給付等の県負担分
等に要する経費

幼稚園、保育所及び認定こども園に対する運営費の県負担分等

地域型保育事業に対する運営費の県負担分

幼保無償化に伴う市町村事務費

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 児童保護費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 2,907,739 ） （ △ 25,703 ） （ △ 25,703 ）

3,907,554 △ 12,059 △ 12,059

児童保護費 3,906,993 → 3,894,934

分　類 事　項　名 児童扶養手当費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 265,115 ） （ 12,300 ） （ 12,300 ）

397,672 18,450 18,450
397,672 416,122

支給額（月額）
全部支給 42,910円 （平成31年3月分まで　42,500円）
一部支給 42,900円～10,120円

（平成31年3月分まで　42,490円～10,030円）
第２子加算 10,140円 （平成31年3月分まで　10,040円）
第３子以降加算   6,080円 （平成31年3月分まで　6,020円）

分　類 事　項　名 特別障害者手当等給付費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 6,242 ） （ 56 ） （ 56 ）

24,961 228 228

１．特別障害者手当 18,104 → 19,938

月額： 27,200円（平成31年3月分まで　26,940円）

２．障害児福祉手当 6,681 → 5,073

月額： 14,790 円（平成31年3月分まで　14,650円）

３．経過的福祉手当 176 → 178

月額： 14,790 円（平成31年3月分まで　14,650円）

精神、知的又は身体に障害を有する者の福祉の向上を図るため、在宅の重度障
害のある人に対して特別障害者手当等を支給する経費

20歳以上であって、著しく重度の障害の状態にあるため、日常生活におい
て常時特別の介護を必要とする者に支給

説　明
重度の障害の状態にあるため、日常生活において常時介護を必要とする20
歳未満の障害のある子どもに支給

昭和61年４月の改正国民年金法施行時、従来の福祉手当受給資格者で
あって、特別障害者手当支給要件非該当者に支給（障害年金受給者を除
く）

説　明

要保護児童の心身とも健全な育成を図るための保護措置及び契約による障害児
施設利用児童の障害児入所給付費等に要する経費

児童扶養手当法に基づき、実質的に父又は母のいない児童を監護している母又
は父等に支給される児童扶養手当の支給に要する経費

児童保護措置費の支弁や障害児入所給付等の給付に要する経費

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 自立支援給付費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 10,059,174 ） （ △ 308,917 ） （ △ 308,917 ）

10,059,174 △ 308,917 △ 308,917

１．介護給付費 5,123,856 → 5,009,722

２．訓練等給付費 3,908,006 → 3,701,728

３．自立支援医療費 694,950 → 696,943

４．療養介護医療費 112,062 → 109,092

５．補装具給付費 85,452 → 107,149

６．地域相談支援給付費 4,342 → 5,853

７．計画相談支援給付費 130,506 → 119,770

説　明

単身で地域生活を営む障害のある人等を対象に、２４時間の相談支援を受
けた際の費用等を支給

支給決定時のサービス等利用計画の作成や支給決定後のサービス等利用
計画の見直し費用を支給

障害のある人が、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要
な福祉サービス等を給付するために要する経費の県負担分

日常生活を営む上で必要な介護サービスを受けた際の費用の全部又は一
部を支給

身体機能を補って、生活しやすくするために必要な用具の購入・修理に係
る費用の全部又は一部を支給

常時、医療と介護を要する者であって、病院その他の施設で提供される医
療に係る費用の全部又は一部を支給

身体機能の回復訓練や生活訓練、就労に必要な訓練・支援を受けた際の
費用の全部又は一部を支給

身体障害のある人（子ども）の機能回復のために必要な医療に要する費用
の全部又は一部を支給

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 生活保護費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 280,877 ） （ 2,827 ） （ 2,827 ）

893,584 20,314 20,314

１．生活保護費 731,533 → 749,911

２．居住地不明分負担金等 162,051 → 163,987

分　類 事　項　名 後期高齢者医療費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 26,552,323 ） （ 212,050 ） （ 212,050 ）

26,552,323 212,050 212,050

１．療養給付費県負担金 21,184,333 → 21,544,871

２．基盤安定事業負担金 4,083,647 → 3,897,810
・低所得者支援

・被扶養者支援

３．高額医療費負担金 1,284,343 → 1,321,692

後期高齢者医療制度に加入することによって新たに保険料負担が生じるこ
ととなる者への激変緩和を図るための保険料軽減に要する経費

被保険者の保険料負担の緩和を図り、低所得者に対する保険料負担の軽
減を図るための経費

高額な医療費の発生による広域連合の財政リスクの緩和を図るため、高額
な医療費のうち保険料で賄うべき部分の費用負担

説　明

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、岡山県後期高齢者医療広域連合
が行う医療給付及び保険料軽減等に係る経費の県負担分

後期高齢者医療に係る保険給付に要する費用の県負担分

説　明

生活に困窮する全ての国民に対し、その困窮の程度に応じ必要な保護を行い、
その最低限度の生活を保障し、その自立を助長するための経費

被保護者の生活を保障するための生活扶助費、医療扶助費等を支給する
ための経費

居住地が明らかでない被保護者に対して市町村が支払った保護費等の一
部を負担するための経費、自活できない被保護者が保護施設に入所した
場合の費用を施設へ支給するための経費等

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 介護給付費負担金

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 26,557,548 ） （ 671,896 ） （ 671,896 ）

26,557,548 671,896 671,896

１．介護給付費負担金 24,844,365 → 25,524,164

２．地域支援事業県交付金 1,368,857 → 1,360,954
地域支援事業（介護予防等の事業）に要する費用の県負担金

分　類 事　項　名 国民健康保険費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 17,737,146 ） （ △ 970,749 ） （ △ 970,749 ）

17,737,146 △ 970,749 △ 970,749

１．岡山県国民健康保険事業特別会計繰出金

(1)保険給付費等負担金 9,328,653 → 9,180,105
国民健康保険の財政安定化を図るための保険給付費等の一部負担

(2)特定健康診査・保健指導負担金 191,486 → 176,440
市町村が実施する特定健康診査・保健指導に要する費用の一部負担

(3)保険者業務費（職員費） 69,031 → 66,863
 国民健康保険の保険者の業務を行う職員の給与費

２．保険基盤安定事業負担金 6,824,918 → 6,019,931
・保険料軽減分

・保険者支援分

補正前の額 補正協議額 補正予算額
（ 98,623,373 ） （ △ 1,196,487 ） （ △ 1,196,487 ）

103,194,102 △ 1,978,881 △ 1,978,881

社会保障
関係費計

被保険者の保険料（税）軽減相当分の補填に要する費用負担

説　明

保険料（税）軽減の対象となった低所得者数に応じて保険料（税）の一定割
合を補填するための費用負担

国民健康保険法に基づき、保険者（市町村）が行う医療給付及び保険料軽減等
に係る経費の県負担分

国民健康保険事業の実施に関する収入支出の管理は、特別会計で行う
が、保険給付費等負担金等、県が負担すべき経費として一般会計から特別
会計に繰出す経費

説　明

介護保険法に基づき、保険者（市町村）が行う介護給付及び地域支援事業等に
係る経費の県負担分

介護給付に要する費用の県負担金

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 原爆被爆者対策費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 822 ） （ △ 517 ） （ △ 517 ）

564,856 △ 59,283 △ 59,283

手当金 554,828 → 495,545

分　類 事　項　名 災害救助基金積立金

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

1,187 619 619

1,187 → 1,806
災害救助法の規定に基づき積み立てる災害救助基金への法定積立金

分　類 事　項　名 災害救助費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 1,103,349 ） （ △ 412,549 ） （ △ 412,549 ）

2,758,374 △ 1,031,376 △ 1,031,376

１．応急仮設住宅借上費 2,555,000 → 1,556,796

２．市町村繰替支弁費 203,374 → 170,202

分　類 事　項　名 国庫支出金返納金

補正前の額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 100,000 ） （ 369,735 ） （ 369,735 ）

100,000 398,838 398,838
100,000 498,838

国庫支出金の精算に伴う返納に要する経費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
（ 1,216,768 ） （ △ 43,331 ） （ △ 43,331 ）

3,568,713 △ 691,202 △ 691,202
義務的 補正前の額 補正協議額 補正予算額
経費 （ 105,384,979 ） （ △ 1,425,730 ） （ △ 1,425,730 ）

分類計 112,548,122 △ 2,851,193 △ 2,851,193

説　明

その他計

説　明

市町村が行った救助に要する経費について、市町村に交付するための経
費

説　明 原爆被爆者に対する医療特別手当、健康管理手当等の各種手当の支給に要
する費用

災害救助法による救助を行うための経費

みなし仮設住宅の供与に要する経費

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 地域福祉行政運営費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 59,925 ） （ △ 6,412 ） （ △ 6,412 ）

59,925 △ 812 △ 812

59,925 59,113
県民局健康福祉部等の業務運営に要する経費

分　類 事　項　名 食品衛生指導費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 9,289 ） （ 0 ） （ 0 ）

43,136 △ 2,304 △ 2,304

43,136 40,832
食品衛生関係法令等に基づく営業者に対する監視指導等に要する経費

分　類 事　項　名 難病対策推進運営費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 30,560 ） （ △ 876 ） （ △ 876 ）

32,242 △ 1,265 △ 1,265

32,242 30,977

分　類 事　項　名 児童福祉推進費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 8,504 ） （ 0 ） （ 0 ）

8,504 4,381 4,381

8,504 12,885
児童福祉関係全般の指導・運営に要する経費

分　類 事　項　名 高齢者保健福祉対策推進費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 22,716 ） （ △ 1,319 ） （ △ 1,319 ）

22,908 0 0

22,908 22,908
財源更正

補正前の額 補正協議額 補正予算額
運営費計 （ 1,718,120 ） （ △ 8,607 ） （ △ 8,607 ）

1,963,638 0 0

説　明

説　明

説　明
指定難病患者及び小児慢性疾病児童等に対する医療費支給に係る審議会の開
催等に要する経費

説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 福祉人材確保等推進事業費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 28,720 ） （ 0 ） （ 0 ）

112,640 △ 6,080 △ 6,080

外国人介護福祉士候補者受入施設 51,644 → 45,564
学習支援事業費

分　類 事　項　名 災害救助対策費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 207,801 ） （ 1,323 ） （ 1,323 ）

321,178 8,611 8,611

１．災害救助対策費 414 → 7,314

【重点事業】 ２．応急仮設住宅維持管理費 22,128 → 16,470

３．新見市集中豪雨災害災害救助 0 → 81
対策費補助事業費

４．台風19号等に係る災害救助 0 → 7,288
関連事業費（県内市町村分）

新見市が行った災害救助対策事業に対する補助

説　明

自然災害の被災者に対する見舞金・弔慰金の給付等に要する経費

説　明

経済連携協定に基づき、事業所が受け入れている外国人介護福祉士候補者
の就労上必要な日本語能力向上や、資格取得に要する研修の実施に必要な
経費に対する補助

建設型応急仮設住宅の維持管理に要する経費について、市町村に交付する
ための経費

県内市町村が負担した支援に要した経費を被災県等に求償し、県内市町村へ
支出する経費

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 民間福祉施設職員等特別対策費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 427,131 ） （ 3,057 ） （ 3,057 ）

427,131 3,057 3,057

社会福祉施設職員退職手当共済事業給付費 427,131 430,188

分　類 事　項　名 岡山県社会福祉施設整備基金積立金

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 0 ） （ 70 ） （ 70 ）

1,400 △ 341 △ 341

1,400 1,059

分　類 事　項　名 災害弔慰金補助金

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 0 ） （ 31,250 ） （ 31,250 ）

0 67,500 67,500

災害弔慰金補助金 0 67,500

分　類 事　項　名 災害援護資金貸付金

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 0 ） （ 27,730 ） （ 27,730 ）

0 55,190 55,190

災害援護資金貸付金 0 55,190
被災者への援護資金を貸し付けるための資金を市町村に貸し付けるための経
費

市町村が災害で死亡又は障害を受けた者に対し支給する、災害弔慰金又は災
害見舞金に要する経費の一部を補助

説　明

社会福祉法人が経営する社会福祉施設等の職員の退職手当を支給するた
め、（独）福祉医療機構が実施する退職手当共済事業の経費に対する補助

岡山県社会福祉施設整備基金への積立てに要する経費

説　明

説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 医師確保・医療体制整備事業費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 63,167 ） （ △ 7,480 ） （ △ 7,480 ）

259,864 0 0

財源更正

分　類 事　項　名 医療施設等施設整備費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 15,354 ） （ △ 403 ） （ △ 403 ）

212,193 △ 53,583 △ 53,583

１．医療施設防火設備整備事業費 162,940 → 109,128

２．救急救命センター設備整備事業費 26,316 → 25,509

３．医療機関における通訳機能等を備えた 0 → 1,036
タブレット端末等の整備事業費

分　類 事　項　名 療養病床転換助成事業費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 11,927 ） （ △ 6,510 ） （ △ 6,510 ）

64,400 △ 35,150 △ 35,150

療養病床転換助成事業費 64,400 → 29,250

説　明

療養病床から介護保険施設等への転換に伴う施設整備費用の助成に要する
経費

医療機関が行うタブレット端末等の整備に対する補助

説　明

説　明

有床診療所、病院及び有床助産所が行う防火設備の整備に対する補助

救命救急センターが行う設備整備に対する補助

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 地域医療介護総合確保事業費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 463,914 ） （ 110,050 ） （ 110,050 ）

4,677,666 △ 565,604 △ 565,604

１．岡山県地域医療介護総合確保基金積立金 1,073,365 → 1,376,760

２．岡山県地域医療介護総合確保基金積立金 325,740 → 351,310

３．岡山県地域医療介護総合確保事業費（医療分）

(1)医療機関の施設整備 622,932 → 319,138

(2)居宅等における医療の提供 74,493 → 75,933

(3)医療従事者の確保 707,503 → 668,033

４．岡山県地域医療介護総合確保事業費（介護分）

(1)介護施設等の整備 1,565,973 → 1,067,831

(2)介護従事者の確保 307,660 → 253,057

分　類 事　項　名 救急医療体制整備費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 147,491 ） （ △ 6,883 ） （ △ 6,883 ）

295,451 29,364 29,364

１．救命救急センター運営事業費 34,961 → 21,196

２．おかやまＤＭＡＴ事業費 2,432 → 4,832

３．原子力災害拠点病院等整備事業費 0 → 40,729

説　明

説　明

重篤救急患者の医療を確保するため、高度な診療機能を有し24時間体制で患
者を受け入れる救命救急センターに対する運営費補助

災害時救急医療に従事するＤＭＡＴに係る協議会開催、研修実施・訓練参加
等に要する経費

原子力災害拠点病院の整備等に要する経費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護分）
岡山県医療介護総合確保基金への積立てに要する経費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（医療分）
岡山県医療介護総合確保基金への積立てに要する経費

岡山県計画に基づき実施する事業に要する経費

岡山県計画に基づき実施する事業に要する経費

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 精神保健福祉推進費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 16,171 ） （ 3,425 ） （ 3,425 ）

54,726 0 0

財源更正

分　類 事　項　名 保健所結核関係費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 10,349 ） （ 515 ） （ 515 ）

15,213 1,030 1,030

患者発生対応費 10,874 → 11,904

分　類 事　項　名 肝炎対策推進費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 127,133 ） （ △ 40,199 ） （ △ 40,199 ）

256,952 △ 81,445 △ 81,445

１．肝炎医療費助成事業費 216,664 → 150,600

２．肝がん治療研究促進事業費 16,876 → 1,495

説　明

説　明

結核患者の医療の適否や公費負担申請に関する事項を審議する感染症診査
協議会（結核部会）の運営に要する経費及び患者の接触者を対象に行う接触
者健診に要する経費

肝炎ウイルスを起因とする肝がん・重度肝硬変患者の負担軽減を図るための入
院医療費助成に要する経費

説　明

インターフェロン、インターフェロンフリー及び核酸アナログ製剤治療に対する
医療費助成、慢性肝炎の早期発見・早期治療に向けた肝炎ウイルス検査の促
進等に要する経費

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 母子保健対策費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 65,540 ） （ 0 ） （ 0 ）

131,078 1,185 1,185

旧優生保護法一時金支給等事務費 0 → 1,185

分　類 事　項　名 広域水道整備促進費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 410,888 ） （ 0 ） （ 0 ）

1,073,319 △ 300,937 △ 300,937

岡山県生活基盤施設耐震化等補助金等 662,087 → 361,150

説　明

説　明

水道施設等の耐震化の取組や老朽化対策、水道事業の広域化の取組のため
に必要な施設整備を支援する経費

旧優生保護法一時金の申請受付、国への進達、医療機関等関係機関への調
査等を行うための経費

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 子どもを健やかに生み育てる活動推進費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 93,089 ） （ △ 5,374 ） （ △ 5,374 ）

155,536 △ 23,224 △ 23,224

１．地域少子化対策重点推進事業費 12,000 → 3,000

２.低所得者向け結婚新生活支援事業費 12,000 → 3,150

【重点事業】 ３．岡山県少子化突破モデル構築支援事業費 13,500 → 8,126
　　

分　類 事　項　名 安心こども基金事業費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 0 ） （ 10,093 ） （ 10,093 ）

278,399 28,177 28,177

１．安心こども基金積立金 69 → 5,073

２．安心こども基金事業費 278,330 → 301,503

岡山県安心こども基金への積立てに要する経費

市町村が地域少子化対策重点推進交付金により実施する事業に対する補助

婚姻した世帯に対し、結婚に伴う新生活のスタートに係るコストを支援する市町
村を対象に、市町村の支援額の一部を補助するための経費

市町村が実施する地域の特性を踏まえた少子化対策事業に対する補助に
要する経費

市町村、事業者等が実施する保育サービス等の充実に要する経費等
説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 子ども・子育て支援新制度等事業費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 2,824,322 ） （ 301,032 ） （ 301,032 ）

2,875,872 274,452 274,452

１．地域子ども・子育て支援事業費 2,180,236 → 2,502,335

２．第３子以降保育料無償化事業費 331,476 → 368,153

３．１歳からの入所緊急対策事業費 42,000 → 17,000

【重点事業】 ４．保育人材確保等対策強化事業費 82,665 → 51,655

５．放課後児童クラブ整備費 144,940 → 116,626
放課後児童クラブの整備費の一部を補助する経費

分　類 事　項　名 岡山県子ども災害見舞金事業費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 9,689 ） （ △ 2,563 ） （ △ 2,563 ）

29,696 20,571 20,571

【重点事業】 岡山県子ども災害見舞金事業費 29,696 50,267

説　明 １・２歳児の受入を促進した保育所等への支援に取り組む市町村に対し、必要
な経費の一部を補助する経費

災害により被害を受けた子どもを養育する者に対する、子ども災害見舞金の支
給に要する経費

国制度を超えて保育料の無償化又は軽減の拡大に取り組む市町村に対し、必
要な経費の一部を補助する経費

市町村が子ども・子育て支援事業計画に従って実施する事業の一部を補助す
る経費

説　明

保育士・保育所支援センターにおける、潜在保育士の就業支援等と保育所等
の体制整備を一体的に推進するための経費

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 児童福祉施設事業費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 24,979 ） （ △ 3,269 ） （ △ 3,269 ）

79,228 △ 9,806 △ 9,806

ファミリーホーム開設支援事業費 39,618 → 29,812

分　類 事　項　名 児童相談所事業費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 46,404 ） （ △ 2,334 ） （ △ 2,334 ）

70,429 △ 2,334 △ 2,334

【重点事業】 子ども家庭総合支援拠点整備促進事業費 3,330 → 996

分　類 事　項　名 ひとり親家庭等福祉対策費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 129,446 ） （ △ 1,122 ） （ △ 1,122 ）

172,379 △ 23,879 △ 23,879

１．ひとり親家庭等医療費公費負担事業費 115,614 → 119,031

２．ひとり親家庭自立支援事業費 13,146 → 8,281

【重点事業】 ３．ひとり親家庭の子どもの生活・学習支援事業費 5,934 → 0
　　

2,274 → 814

５．ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験 1,250 → 0

　 　 合格支援事業費

説　明

養育費確保のための相談支援や家庭裁判所等同行支援に要する経費
４．養育費確保支援事業費

ひとり親家庭等の福祉の増進を図るため、市町村が行うひとり親家庭等医療費
給付事業に対して補助する経費

ひとり親家庭に対し、就業支援・相談事業等を行う「ひとり親家庭支援センター」
の設置、疾病等で一時的に必要な介護・保育等のサービスの提供や、資格取
得による自立を促進する給付金の支給等に要する経費

子ども家庭総合支援拠点の設置支援に要する経費

社会的養護が必要な児童を家庭的で安定した人間関係のもとで養育するファミ
リーホームを新設するための経費補助

説　明

説　明

親の就労等により居場所のないひとり親家庭の子どもに対する学習支援等への
補助を行うための経費

高等学校卒業程度認定試験対策講座など、学び直しの支援に係る経費

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

【重点事業】 ６．子どもの未来応援ﾈｯﾄﾜｰｸによる 9,543 → 2,600
連携ｹｱ事業費

【重点事業】 ７．子どもの未来応援市町村支援チーム 8,959 → 6,135
派遣事業費

【重点事業】 ８．子どもの居場所づくり支援事業費 6,220 → 2,200
　　

分　類 事　項　名 入所施設児童福祉対策費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 6,636 ） （ 0 ） （ 0 ）

6,976 1,370 1,370

入所施設児童福祉対策費 6,976 8,346

分　類 事　項　名 地域生活支援事業費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 451,046 ） （ 85 ） （ 85 ）

534,152 △ 9,517 △ 9,517

市町村地域生活支援事業費 407,955 → 398,438

分　類 事　項　名 心身障害者扶養共済制度事業費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 127,379 ） （ 0 ） （ 0 ）

418,218 5,287 5,287

心身障害者扶養共済制度費 224,587 → 229,874

説　明

NPO等による居場所づくりの立ち上げに係る経費補助等に要する経費

説　明

要支援者へのアウトリーチと支援へのつなぎ等を行う市町村のモデル事業
に要する経費

障害のある人（子ども）が自立した日常・社会生活を営むことができるよう、地域
特性や利用者の状況に応じた事業を実施する市町村に対する経費補助

心身障害のある人の生活安定を図るため、県が実施する心身障害者扶養共済
制度の運営に要する経費

説　明

説　明

市町村が実施する連携ケア事業への支援チームの派遣等に要する経費

児童福祉施設の入所児童の健全な育成及び福祉の充実向上を図るために必
要な生活訓練、高校入学支度金等に要する経費

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 心身障害者医療費特別措置費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 418,877 ） （ 7,951 ） （ 7,951 ）

418,877 7,951 7,951

心身障害者医療費特別措置費 418,877 → 426,828

分　類 事　項　名 障害者総合支援推進費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 78,702 ） （ 0 ） （ 0 ）

139,883 △ 8,000 △ 8,000

医療的ｹｱ児等と家族の安心生活ｻﾎﾟｰﾄ事業費 39,809 → 31,809
     

分　類 事　項　名 障害者福祉施設整備費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

720,303 △ 5,300 △ 5,300

障害者福祉施設等整備費補助事業費 204,066 → 198,766

分　類 事　項　名 障害者社会参加等対策費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 16,289 ） （ △ 7,177 ） （ △ 7,177 ）

48,064 △ 11,857 △ 11,857

障害者スポーツ普及事業費 31,696 → 19,839

重度心身障害児・者を含む医療的ケア児・者とその家族へのレスパイトサービス
に係る施設開設・運営費補助等に要する経費

障害のある人のスポーツ文化の普及・向上と社会参加の推進を図るため、全国
障害者スポーツ大会及び地区予選会への選手団の派遣、専門的な知識と技能
を身につけた指導員の養成に要する経費

障害のある人の援護のため、社会福祉法人等が行う施設・設備整備事業に対
する補助

説　明

市町村が実施する心身障害者医療費公費負担制度の実施による医療費公費
負担額の助成に要する経費説　明

説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 生活福祉資金貸付費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 23,283 ） （ 0 ） （ 0 ）

64,266 824 824

生活福祉資金貸付費等 64,266 → 65,090

分　類 事　項　名 老人福祉施設整備費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

243,442 △ 39,515 △ 39,515

地域介護・福祉空間整備費 72,562 → 33,047

分　類 事　項　名 軽費老人ホーム運営費補助金

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 585,048 ） （ △ 17,293 ） （ △ 17,293 ）

585,048 △ 17,293 △ 17,293

軽費老人ホーム運営費補助金 585,048 567,755

補助対象：36施設

分　類 事　項　名 地域包括ケア体制推進総合事業費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

50,377 219 219

岡山県地域介護活動支援等基金積立金 1,307 → 1,526
岡山県地域介護活動支援等基金への積立てに要する経費

説　明

低所得老人の軽費老人ホーム利用を容易にするため、軽費老人ホームの運営
費補助に要する経費

低所得者、高齢者、障害のある人の経済的自立と生活意欲の助長を図り、安定
した生活を確保するため、岡山県社会福祉協議会が行う生活福祉資金の貸付
け等に要する経費

説　明

説　明
老人福祉施設の防災・減災対策を推進するための整備に要する経費補助

説　明

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 老人福祉事業費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 39,819 ） （ 0 ） （ 0 ）

107,837 0 0

財源更正

補正前の額 補正協議額 補正予算額
事業費計 （ 9,439,627 ） （ 395,974 ） （ 395,974 ）

18,599,308 △ 689,077 △ 689,077
一般行政 補正前の額 補正協議額 補正予算額

経費 （ 11,157,747 ） （ 387,367 ） （ 387,367 ）
分類計 20,562,946 △ 689,077 △ 689,077

分　類 事　項　名 保健福祉関係施設等災害復旧費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
投　資 （ 480 ） （ △ 61 ） （ △ 61 ）

1,888,922 △ 4,983 △ 4,983

社会福祉施設等災害復旧費 31,446 → 26,463

補正前の額 補正協議額 補正予算額
（ 480 ） （ △ 61 ） （ △ 61 ）

1,888,922 △ 4,983 △ 4,983
投資的 補正前の額 補正協議額 補正予算額
経費 （ 480 ） （ △ 61 ） （ △ 61 ）

分類計 1,888,922 △ 4,983 △ 4,983
一般会計 補正前の額 補正協議額 補正予算額

（ 116,543,206 ） （ △ 1,038,424 ） （ △ 1,038,424 ）
計 134,999,990 △ 3,545,253 △ 3,545,253

説　明

集中豪雨により被災した新見市立新見保育所の復旧に対する補助に要する経
費

災害復旧
事業費計

説　明

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 保険者業務費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

73,427 △ 2,168 △ 2,168

73,427 71,259

分　類 事　項　名 保険給付費等交付金

補正前の額 補正協議額 補正予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

146,625,536 941,843 941,843

保険給付費等交付金（特別交付金） 2,724,974 → 3,666,817

療養の給付等に要する費用その他の国民健康保険事業に要する費用について、市
町村に交付するための経費

（岡山県国民健康保険事業特別会計）

国民健康保険の保険者の業務を行う職員の給与費及び国民健康保険運営協
議会の開催に要する経費等事務費

説　明

市町村の財政状況その他の事情に応じた財政の調整を行うため市町村へ交付
するもの

説　明

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 社会保険診療報酬支払基金等納付金

補正前の額 補正協議額 補正予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

30,137,528 △ 7,126 △ 7,126

１．後期高齢者支援金 22,727,204 → 22,696,283

２．前期高齢者納付金 75,040 → 90,884

３．介護納付金 7,148,466 → 7,148,479

４．共同事業拠出金 186,683 → 194,621

分　類 事　項　名 国保ヘルスアップ支援事業費

補正前の額 補正協議額 補正予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

17,430 △ 2,292 △ 2,292

国保ヘルスアップ支援事業費 17,430 15,138

説　明

説　明

県が市町村国保の共同保険者として広域的に行うことが望ましい医療費適正
化に向けた保健事業等を実施するための経費

著しく高額な医療費が国民健康保険財政に与える影響を緩和するため実施す
る、特別高額医療費共同事業の拠出金を国民健康保険中央会に支払うもの

保険者間の負担の不均衡の是正を図るため、社会保険診療報酬支払基金に
支払う納付金

介護保険の第2号被保険者が負担する費用について、社会保険診療報酬支払
基金に支払う納付金

後期高齢者医療制度を支える財源として、社会保険診療報酬支払基金に支払
う支援金

高齢者の医療の確保に関する法律等に基づき、後期高齢者支援金、介護納付金等
の社会保険診療報酬支払基金等への支払いに要する経費

   （　　　　）は一般財源



（単位：千円）
令和元年度２月補正予算額事項別一覧（通常分）

分　類 事　項　名 国庫支出金等返納金

補正前の額 補正協議額 補正予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

1,481,546 1,566,181 1,566,181

１．療養給付費等負担金償還金 1,353,951 → 2,877,524

２．療養給付費等交付金償還金 91,861 → 86,699

３．特定健康診査等負担金償還金 17,867 → 23,971

４．一般会計繰出金 17,867 → 23,971

５．特別調整交付金償還金 0 → 13,423

６．高額医療費負担金償還金 0 → 22,139

岡山県国民健康 補正前の額 補正協議額 補正予算額
保険事業特別会計 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

計 178,353,027 2,496,438 2,496,438
特別会計 補正前の額 補正協議額 補正予算額

（ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）
計 178,447,624 2,496,438 2,496,438

補正前の額 補正協議額 補正予算額
合　計 （ 116,543,206 ） （ △ 1,038,424 ） （ △ 1,038,424 ）

313,447,614 △ 1,048,815 △ 1,048,815

特別調整交付金の精算に伴う、国への償還に要する経費

説　明

療養給付費等負担金の精算に伴う、国への償還に要する経費

高額医療費負担金の精算に伴う、国への償還に要する経費

保険給付費等交付金（特別交付金・保健事業負担金分）の精算に伴う、一般会
計への繰出しに要する経費

療養給付費等負担金、療養給付費等交付金及び特定健康診査等負担金等の精算
に伴う、国等への償還に要する経費

特定健康診査・保健指導負担金の精算に伴う、国への償還に要する経費

療養給付費等交付金の精算に伴う、社会保険診療報酬支払基金への償還に
要する経費

   （　　　　）は一般財源


